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※設計内容は基本設計段階のものであり、実施設計段階における検討により変更す
　る場合があります。
※新庁舎建設基本設計【概要版】、パブリックコメント実施結果、意見公聴会の開
　催結果報告の内容は、市ホームページで公表しています。

市議会本会議場を市民が利用できるように
開放してほしい

　市民に開かれた議会の推進を念頭に、先進自治体に
おける議場の多目的利用や市内市民利用施設の使用状
況などの検証を行いました。その結果、本会議場と委
員会室を併設させ、その間の壁を可動式にして空間の
一体利用を可能にすることで、議会機能としての多目
的利用を行い、必要面積の縮減と稼働効率を向
上させる計画にしました。議場仕様の特殊性から
一般貸し出しはできませんが、子ども会議など本会議
場形式に合う会議運営の検討や、インターネット上で
の議会動画配信に加え、4階傍聴ロビーでも議会の中
継を行い、本会議場内に親子傍聴席を設置するなど、
市民に開かれた議会に向けた仕様を計画して
います。

環境性能に優れた製品やリサイクル商品、
自然エネルギーの活用などの省エネ技術
や環境配慮技術を、積極的に導入した方
が良い

 建物の環境性能については、関係法令に定める
基準に基づき計画をしています。省エネなどに関
わる諸技術などに関しては、環境配慮庁舎の
実現を前提に、費用対効果の観点から検
討を進めていきたいと思います。

障害者の就労環境を創出してほしい

　障害者の就労環境の整備は大切な政策課題と認
識しています。障害者就労施設で作成した商品な
どの販売場所の提供や建物の維持管理・運営、そ
の他の就労機会の提供など、市庁舎としての
取り組みは当然ですが、他の公共施設なども
含め、市全体として課題に取り組んでいき
たいと思います。
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新庁舎敷地内を全面禁煙にしてほしい!
　受動喫煙による健康被害を防ぎ、誰にとっても
快適な公共空間を提供するため、都条例などに基
づき、新庁舎は屋内禁煙にする計画です。
また、庁舎敷地内外での喫煙を抑制するため、敷
地内に別棟で空気清浄換気設備を備えた喫煙ブー
スの設置を検討します。

A

　新庁舎の建設事業は、次のようなスケジュールを基本として進めます。建設中は
現庁舎で業務を継続し、新庁舎完成後に現庁舎を解体、外構整備を行う計画です。
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①新庁舎建設工事（18か月）

②移転（３か月）

④グランドオープン

③既存庁舎解体工事・外構工事（1３か月）

平成31年度からの工事スケジュール（予定）

今 後 の ス ケ ジ ュ ー ル8

財源 市民１人あたり
補助金等 1.5億円程度 2,027円

公共施設等整備基金 28.0億円程度 37,838円

地方債 20.0億円程度 27,027円

一般財源 1.3億円程度 1,757円

合計 50.8億円程度 68,649円
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事業費 市民１人あたり
工事費（※ 1） 43.8 億円程度 59,189 円

委託費（※２） 2.1 億円程度 2,838 円

備品・移転等費用（※３） 4.9 億円程度 6,622 円

合計 50.8 億円程度 68,649 円

新庁舎建設概算事業費

財源計画

　新庁舎建設事業は、新庁舎建設基本計画にお
ける概算事業費を上限として設計作業を進めて
います。
　新庁舎建設事業費の財源は、地方債の借入れ
や、積み立てた基金を活用するなど将来に大き
な負担を残さないようにする計画です。

概 算 事 業 費5

パブリックコメントなどでいただいた主なご意見と、それに対する考え方
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　免震構造の採用や災害時のバックアップを考慮
した設備計画を行い、災害時に自立できるシステ
ムを確保します。
　商用電源の途絶に備え、72時間連続運転可能な
非常用発電機の設置や、水道供給断絶に備えたペ
ットボトルの備蓄による飲料水の確保や井戸水の
活用などもできる計画にします。
　また、下水道管の破断に備え、一部トイレは緊
急汚水槽へ放流し、継続的な利用が可能な計画に
します。

防 災 拠 点 と な る 庁 舎7

雑用水槽雑用水槽雨水貯留槽雨水貯留槽

備蓄倉庫 屋根付き防災広場

サーバー、電気室、災害活動支援エリア（会議、仮眠）

非常用発電機
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【災害時断面イメージ図】

　自然エネルギーの
積極利用や省エネ・
省資源化に配慮した
環境配慮型庁舎とし
て、CASBEE（ 建 築
環境総合性能評価シ
ステム）Ａランク以
上を目指します。
　また、外装・内装
材は耐久性に優れた
材料を採用し、日常
の維持管理や将来の
更新が容易に行える
計画にすることで、
建物の長寿命化を図
ります。

環 境 に 配 慮 し た 庁 舎6

【環境配慮計画図】

現庁舎にて業務運用 新庁舎にて業務運用

※１：工事費には新庁舎建設工事、現庁舎解体
工事、外構整備工事費を含む（現庁舎解体工事
は、別途アスベスト除去に関わる費用〈概算約
３億円程度〉が掛かる）
※２：委託費には測量調査、地盤調査、基本設
計、実施設計、工事監理などを含む。
※３：備品・移転等費用には備品購入費、移転
費、土地取得費などを含む。
※４：「市民一人あたり」欄については、事業
費及び財源をそれぞれ人口（７万４千人）で割
って算出。


